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センター代表 杉浦 康晴 

景気回復 

 先日、衆議院議員総選挙が公示され、本格

的に自民・公明両党の与党、希望の党と日

本維新の会、そして、立憲民主党や共産

党、社民党の３つの勢力を中心に選挙争い

が繰り広げられています。１０月２２日が

投票日ですから、このセンターだよりが皆

様のお手元に届けられる頃にはすでに選挙

結果が出て、これからの政権に期待をして

いることでしょう。 

 さて、政府は２０１７年９月２５日、９月

の月例経済報告を発表しました。その中で、

第２次安倍内閣が発足した２０１２年１２月

に始まった景気の回復基調について、茂木敏

充経済財政・再生相は「景気回復の長さは５

８か月（４年１０か月）となり、戦後２位の

「いざなぎ景気」を超える景気回復の長さと

なった可能性が高い」と述べました。 

 確かにバブル期を超える指標もありま

す。雇用情勢を見ますと、４月には有効求

人倍率が１．４８倍とバブル期を超える高

い水準にまで改善しています。特に愛知県

の有効求人倍率は、東京都を抜き全国トッ

プクラスですから、人手不足問題は大企業

から中小企業まで相変わらず深刻な問題で

す。大学生の就職活動もかなりの売手市場

になっています。企業の業績も好調になっ

てきており、今年の１月から３月までの経

常利益は前年同期比で２６％余り増え、１

～３月期では史上最高を記録しました。

（財務省「法人企業統計調査」） 

 しかし、率直なところ、多くの人にとっ

て、それほど好景気だとは思えないのが現

状です。何故でしょうか。それは、景気の

力強さが決定的に欠けているからと言われ

ています。 

 経済はどれだけ成長しているのでしょう

か。 調査会社の三菱ＵＦＪリサーチ＆コン

サルティングの調べによると、１年当たり

の実質ＧＤＰ＝国内総生産の伸びは、「い

ざなぎ景気」の間は１１．５１％。「バブ

ル景気」は５．５８％の成長。しかし、今

回の景気回復は１．２６％。かなり緩やか

な回復です。２０１２年１２月から始まっ

た今の景気回復ですが実は、安倍政権発足

と同時に始まっています。エコノミストの

指摘は、アベノミクスの評価そのものとも

いえそうです。賃金やボーナスが上がらな

いことから消費も伸びません。生産性を上

げるにも対策後すぐに結果が出るものでは

ありません。実感が乏しい緩やかな景気回

復では、海外経済などになんらかのショッ

クが起きれば、あっという間に景気は下落

してしまうでしょう。「バブル」や「いざ

なぎ」のような熱気は望めないにしても、

もう少し、勢いづけなければならないのは

明らかです。消費増税や社会保障問題等多

くの課題がある中で、今後、新しい政権が

どのように舵取りをしていくのか。景気に

勢いをつける意味でも大変重要です。我々

もしっかり見守っていきたいものです。 
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 平成２９年度税制改正により、平成３０年分以後の所得税・平成３１年分以後の個人住民税

について適用される配偶者控除等について改正が行われました。 

 今まで、配偶者が就業時間を調整し収入を１０３万円に抑えることで、納税者本人に配偶者

控除が適用されるいわゆる“１０３万円の壁”がありました。また、この１０３万円という水

準で企業の配偶者手当制度等の支給基準が設けられている事で就労の心理的な壁として作用し

ている事が指摘されてきました。 

 他にも、生産人口減少による人手不足を感じている企業が多い中、パート収入を一定範囲内

に抑える為に就業時間を抑える傾向は、最低賃金が引き上げられていくにつれて更に強まる事

も懸念されています。 

 以上のような事から配偶者控除・配偶者特別控除の見直しが行われました。 

 

【改正内容】 

 ①配偶者控除の見直し 

  ⇒配偶者控除とはその年の１２月３１日の現況で配偶者であり、年間の合計所得金額が 

   ３８万円以下（給与所得のみの場合は年収１０３万円以下）である事等の一定要件を 

   満たす控除対象配偶者がいる場合には、納税者本人の所得税計算上、３８万円の所得控 

   除が受けられる制度です。 

   ※配偶者の年齢が７０歳以上である老人控除対象配偶者の場合は４８万円の控除です。 

 

 

 今まで要件としてなかっ

た納税者本人の所得要件が

できました。 

 

 ⇒控除対象配偶者控除又

は老人控除対象配偶者控除

を適用する場合に、納税者

本人の合計所得金額により

右記の表の通り逓減されま

す。 

葵総合税理士法人 税務会計部 石川 雅恵   

配偶者控除等の見直し  
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 ②配偶者特別控除の見直し 

  ⇒配偶者特別控除とは、配偶者に３８万円を超える所得があるため、配偶者控除の適用が  

   受けられない場合でも配偶者の所得金額に応じて、一定の金額の所得控除が受けられる 

   制度です。 

   配偶者特別控除の対象となる配偶者の合計所得金額が３８万円超１２３万円以下に引き 

  上げられました。（改正前：３８万円超７６万円未満） 

【配偶者特別控除額引き上げイメージ図】              ＜財務省資料参照＞ 

   また、配偶者特別控除の適用にかかる納税者本人の所得要件について合計所得金額が９ 

  ００万円（給与収入１，１２０万円）超１，０００万円（同１，２２０万円）以下である 

  場合には控除額が３段階で減少する仕組みが導入されました。 

【配偶者特別控除額の３段階一覧] 

・合計所得金額900万円以下  ・900万円超950万円以下   ・950万円超1,000万円以下 

  (給与収入1,120万円以下)   (1,120万円超1,170万円以下)  (1,170万円超1,220万円以下) 
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 ③その他事項 

  ⇒改正前は配偶者の範囲が“配偶者”と“控除対象配偶者”に定義されていました。 

    ※“控除対象配偶者”とは居住者と生計を一にするもの（青色事業専従者等の該当者 

      を除く）のうち、合計所得金額が３８万円以下であるもの。 

   改正後の配偶者の範囲は“同一生計配偶者”“（老人）控除対象配偶者””源泉控除対 

   象配偶者”の３つに規定されました。 

    ※“同一生計配偶者”とは従来と同様に給与所得者の合計所得金額に制限はなく、配 

      偶者の合計所得金額が３８万円以下であるもの。 

    ※“（老人）控除対象配偶者”とは同一生計配偶者のうち、合計所得金額が１，００ 

      ０万円以下である居住者の配偶者をいう。 

    ※“源泉控除対象配偶者”とは居住者（合計所得金額が９００万円以下である者に限 

      る）と生計を一にする配偶者（青色事業専従者等の該当者を除く）で、合計所得 

      金額が８５万円以下であるもの。 

   よって、年末調整時に扶養控除申告書に記入できる配偶者とは、“源泉控除対象配偶 

   者”となります。（以下、参照） 

 ご不明な点、詳細等につきましては各担当者までお声がけください。 

（参考文献：週刊税務通信、改正税法の手引き、国税庁ＨＰ、財務省ＨＰ） 

 

年末調整の際、扶養控除申告書にご記入いただく配偶者の

範囲は、上記の“源泉控除対象配偶者”のみとなります。 
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 平成２５年４月の改正労働契約法の施行により、有期労働契約の無期転換ルールが規定され

ました。有期契約労働者（パートタイマーや契約社員等名称を問わず雇用期間が定められた労

働者）を雇用しており、平成２５年４月以降労働契約を反復更新している有期契約労働者がい

る会社においては、平成３０年４月以降無期転換ルールへの対応が必要となりますので、今回

は、無期転換ルールと人事管理の準備、国の支援策について説明します。 

（１）無期転換ルール 

 無期転換ルールは、同一の使用者（会社）と締結された有期労働契約が反復更新されて５年

を超えた場合、有期契約労働者からの「申込み」により、契約期間が有期から無期（期間の定

めのない労働契約）に転換されるルールです。 

 労働者自身からの申込みがなければ、有期労働契約のままであり自動的に無期労働契約に移

行するわけではありませんが、申込みを受けた使用者は拒否することができません。なお、無

期転換後の給与や待遇等の労働条件については、原則として直前の有期労働契約と同一の労働

条件となります。 

 定年後再雇用された労働者についても無期転換ルールは適用されますが、都道府県労働局長

の認定を受けることで、無期転換申込権が発生しないとする特例が設けられています。 

（２）人事管理の準備 

 無期転換ルールが適用される可能性のある有期契約労働者がいる場合には、従来の「正社

員」や「有期契約労働者」と「無期転換後の労働者」の労働条件、役割、責任の範囲等の違い

を明確にしておかなければ、トラブルとなる可能性が出てきます。それぞれの会社で各雇用区

分における労働者の実態や労働条件を確認し、中長期的な人事労務管理の観点から労使双方に

とって納得性の高い制度の構築と、それにあわせた既存の就業規則や書類の見直し等の準備が

必要となります。 

（３）国の支援策 

 非正規雇用労働者の企業内でのキャリアアップ等を促進する国の取組支援策の一つに、厚生

労働省の「キャリアアップ助成金」があります。こちらは、非正規雇用労働者の正社員化、人

材育成、処遇改善の取組を実施した事業主に対する助成です。有期契約労働者の無期転換を行

う際には、平成２５年４月以降の契約期間が４年未満であること等の条件はありますが、検討

されてはいかがでしょうか。 

 無期転換制度の導入をきっかけにして、労使で話し合いを行い、それぞれの会社で働き方の

検討や戦略的な人材活用の仕組みづくりをしていただければと思います。 

葵労務管理事務所 松原 里美  

有期労働契約の無期転換について 


